
秋田都市計画地区計画の変更
（潟上市決定）

　次の都市計画地区計画を変更する。

◎地区計画

名　　　　称 昭和工業団地　地区計画

位　　　　置 潟上市昭和大久保字北野蓮沼前山地内

面　　　　積 約 ３４.５ ｈａ

 地区計画の目標

　本地区は、ＪＲ奥羽本線大久保駅から約３.５km、八郎潟残存湖の南部に位置し、平成６

年に秋田県により整備された工業団地である。また、テクノサテライト構想の男鹿・南秋

地域テクノサテライト地区に属し、秋田自動車道昭和男鹿半島Ｉ.Ｃに近接している立地特

性を生かした企業誘致を進め、雇用機会の増大や地域産業全体の高度化を牽引する役割も

期待されている。

  このため、工業地として周辺地域の景観に配慮した良好な生産環境を維持するととも

に、地域雇用の創出、地域産業の牽引的役割を担う工業団地として、先端技術型の工場及

び関連施設又は研究施設の誘致を推進するため、合理的な土地利用を図る地区とする。

 土地利用の方針
　工業地としての発展を計画的に行うために、周辺地域の環境に及ぼす影響を考慮に入

れ、適正かつ合理的な工業の土地利用を図る専用地区とする。

 地区施設の整備の
 方針

（道路）整備済路線の維持・保全に努める。

（公園）憩いとやすらぎの場として維持・保全に努める。

（緑地）周辺地域の環境保全のため維持・保全に努める。

（調整池）雨水の有効な排出のため維持・保全に努める。

 建築物等の整備の
 方針

　①  良好な工業地の形成を図るため、環境悪化の防止と防災上の配慮から建築物の用途

　　制限、敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限及び建築物の高さの制限を定める。

  ②  周辺環境と調和した工業団地とするため、建築物及び屋外広告物の色彩や形態並び

　　に敷地境界等に設ける垣又は柵等の制限を行う。
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理　由

位　　　　置 　潟上市昭和大久保字北野蓮沼前山地内

面　　　　積 約 ３４.５ ｈａ

道　　　路

幹線１号　　幅員１１.０～１５.７ｍ　　 延長３７５ｍ（既設）
幹線２号　　幅員１１.０ｍ　　　　　　　延長３０２ｍ（既設）
幹線３号　　幅員９.０～１１.０ｍ　　　 延長３８３ｍ（既設）
幹線４号　　幅員９.０ｍ　　　　　　　　延長３４０ｍ（既設）
　　　　　　　　　　　　　　　幹線計１,４００ｍ
区画１号　　幅員７.０ｍ　　　　　　　　延長１７４ｍ（既設）
区画２号　　幅員６.０ｍ　　　　　　　　延長１３２ｍ（既設）
　　　　　　　　　　　　　　　区画計 　３０６ｍ

公　　　園
公園１号　　面積６,０１０㎡（既設）
公園２号　　面積７,３７９㎡（既設）
　　　　　　　　　　　　　　　公園計１３,３８９㎡

緑　　　地

緑地１号　　面積２,６２２㎡（既設）　　緑地２号　　面積１,４８４㎡（既設）
緑地３号　　面積　 ９７８㎡（既設）　　緑地４号　　面積５,４６２㎡（既設）
緑地５号　　面積４,１７６㎡（既設）　　緑地６号　　面積２,０２６㎡（既設）
緑地７号　　面積３,５８９㎡（既設）
　　　　　　　　　　　　　　　緑地計２０,３３７㎡

調　整　池 調整池 １７,２８６㎡ （既設）

建築物の用途の
制限

　次に掲げる建築物は建築してはならない
１．建築基準法別表第二（わ）項に掲げるもの。
　　ただし、日用品の販売を主たる目的とする店舗、飲食店、及び当該地区におい
　　て従事する従業者等のための共同住宅、寄宿舎は　除く。
２．神社、寺院、教会その他これらに類するもの。
３．公衆浴場
４．老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもの。
５．自動車教習所
６．畜舎
７．カラオケボックスその他これらに類するもの。

建築物の敷地
面積の最低限度

１，０００㎡

壁面の位置の
制限

　建築物の外壁または柱の面から敷地境界線までの距離は、道路境界線までは１．５
ｍ以上、隣地境界線までは１．０ｍ以上でなければならない。ただし、次のような場
合は緩和される。
  ①　外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であること。
  ②　物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２.３ｍ以下で、かつ床面積
　　の合計が５㎡以内であること。

建築物等の高さ
の最高限度

２０ｍ以下

建築物の形態
又は意匠の制限

　建築物の形態又は意匠の限度を以下のように制限する。

屋　　　根 　建築物の屋根は原色の使用を避け、地区の景観形成に配慮すること。

外　　　壁 　建築物の外壁は原色の使用を避け、地区の景観形成に配慮すること。

広告物・看板類 　広告物・看板類は、地区の景観形成に配慮したものとすること。

垣又は柵の構造
の制限

　垣または柵を設ける場合は、できるだけ生け垣とするよう、努めること。
  その他の場合はフェンス、鉄柵等の透視可能なものとする。ただしフェンス等の基
礎で地盤面からの高さが０．６ｍ以下のものにあっては、この限りではない。

備　考

　区域は、計画図示のとおり。

　区域内への企業立地の促進を図るため、および建築基準法の一部改正に伴い建築物の用途の制限を変更
する。
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